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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第37期

中間連結会計期間
第38期

中間連結会計期間
第37期

会計期間
自2024年８月１日
至2025年１月31日

自2025年８月１日
至2026年１月31日

自2024年８月１日
至2025年７月31日

売上高 （千円） 2,520,403 2,611,732 5,279,959

経常利益又は経常損失（△） （千円） 6,628 △43,619 69,571

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△）

（千円） 156,365 △90,043 202,686

中間包括利益又は包括利益 （千円） 154,019 △87,211 203,251

純資産額 （千円） 1,654,948 1,617,085 1,703,731

総資産額 （千円） 3,406,140 3,263,099 3,457,320

１株当たり中間（当期）純利益又

は１株当たり中間純損失（△）
（円） 143.79 △82.80 186.42

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.6 49.6 49.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △34,434 △235,790 △59,576

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 677,091 △31,185 570,099

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 63,353 32,743 32,681

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,041,658 1,644,619 1,878,851

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第37期及び第37期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式

が存在していないため記載しておりません。

３．第38期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当中間連結会計期間における我が国経済は、景気については、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心

にみられるものの、緩やかに回復しております。先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が

緩やかな回復を支えることが期待されておりますが、今後の物価動向や米国の通商政策をめぐる動向などの景気

を下押しするリスクに留意する必要があるとされております。また、金融資本市場の変動等の影響に対しても引

き続き注意する必要があります。

　当社グループが事業展開を行うリフォーム業界におきましては既存住宅に対する省エネ・断熱改修等の性能向

上リフォームを支援する各種補助制度など、政府による後押しがあるものの、資材や住宅設備機器の価格高騰に

伴う工事費の上昇を背景とした消費者マインドの低下や、職人不足・施工管理人材の不足といった構造的な課題

から、依然として厳しい市場環境が続いております。不動産業界においては、都市部を中心に住宅需要が底堅く

推移し、新築・中古住宅の価格は高値圏での推移が続いておりますが、一方で資材や施工費の高騰、並びに住宅

ローン金利の上昇や将来の金利動向への警戒感から、新設住宅着工戸数について弱含みの状況が続いていること

や、中国系資本に対する規制など、市場には依然として強弱両面の要因が併存しており、先行き不透明な状況が

続いております。

　このような状況のもと当社グループは、新規顧客の獲得のための営業力の強化や教育体制などを中心とした組

織体制の強化、新規従業員獲得のための多方面からのアプローチ等の既存戦略を行うとともに、不動産建設事業

における新規ターゲットを主軸とした新ブランド「990万円の家」の確立、そしてリフォーム事業におけるフラ

ンチャイズビジネスである「クロス家さん」といった新たなビジネスチャンスへの模索など事業拡大のための

様々な取組みを図ってまいりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は2,611,732千円（前年同期比3.6％増）、営業損失は42,608千円

（前年同期は営業利益4,842千円）、経常損失は43,619千円（前年同期は経常利益6,628千円）、また不動産建設

事業において現在の業績状況や対象セグメントを取り巻く直近の経営環境の悪化を鑑み、のれんの減損損失とし

て特別損失21,314千円を計上したこと等により親会社株主に帰属する中間純損失は90,043千円（前年同期は親会

社株主に帰属する中間純利益156,365千円）となりました。

 

　セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（リフォーム事業）

　リフォーム事業については、新規顧客の開拓、営業力や教育体制の強化などを行っていき工事単価を上げるこ

とが出来た一方、工事受注件数について減少したことや、原価率の増加、人員増加による人件費の増加などによ

り、完成工事高は2,473,592千円（前年同期比8.0％増）、営業損失は6,181千円（前年同期は営業利益24,293千

円）となりました。

 

（不動産流通事業）

　不動産流通事業については、不動産仲介分野においては概ね順調に推移致しました。一方、不動産販売分野に

おいては、主力コンセプトである海を望むリゾート物件について、仕入価格の水準が当社の投資採算基準を満た

さない案件が多く、慎重な選別を行った結果、仕入れ件数が当初計画を下回り、販売件数についても計画未達と

なりました。また、販売単価が当初想定を下回ったこともあり、不動産販売分野において売上高は当初計画を下

回る結果となりました。

　これらの要因により、売上高は39,480千円（前年同期比67.7％減）、営業損失は2,438千円（前年同期は営業

利益8,364千円）となりました。

 

（不動産建設事業）

　不動産建設事業については、中期的な持続的成長を見据え、競業他社との差別化を図るべく、ターゲット顧客

層の明確化を進めるなかで、新ブランド「990万円の家」の確立といった商品企画及び、現地販売会の開催やSNS

を活用した情報発信に加え、看板広告や宣伝カー等による地域密着型の広告宣伝活動を実施し、認知度向上及び

集客強化に務めて参りました。これらの施策に対する反響は得られているものの、受注及び販売実績として業績

に寄与するまでには一定の時間を要したことから、当中間連結会計期間における注文住宅及び建売住宅の受注・
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販売は当初想定を大きく下回る結果となり、売上高は98,659千円（前年同期比8.1％減）、営業損失は27,379千

円（前年同期は営業損失29,373千円）となりました。

 

②財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は2,731,716千円となり、前連結会計年度末に比べ188,797千円減少い

たしました。これは主に契約資産が38,439千円、完成工事未収入金が30,743千円、販売用不動産が23,126千円増

加した一方、現金及び預金が243,222千円、仕掛販売用不動産が42,592千円減少したことによるものでありま

す。

　固定資産は531,383千円となり、前事業年度末に比べ5,423千円減少いたしました。これは主にのれんが30,273

千円減少した一方、土地が13,260千円、投資有価証券が12,028千円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は、3,263,099千円となり、前連結会計年度末に比べ194,220千円減少いたしました。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は1,299,472千円となり、前連結会計年度末に比べ135,762千円減少い

たしました。これは主に未払法人税等が105,464千円、未成工事受入金が23,003千円減少したことによるもので

あります。

　固定負債は346,542千円となり、前連結会計年度末に比べ28,187千円増加しました。これは主に長期借入金が

27,556千円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、1,646,014千円となり、前連結会計年度末に比べ107,574千円減少いたしました。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は1,617,085千円となり、前連結会計年度末に比べ86,646千円減少

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する中間純損失の計上に伴い利益剰余金が90,043千円減少したこと

によるものであります。

この結果、自己資本比率は49.6％（前事業年度末は49.3％）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は1,644,619千円となり、前連結会

計年度末に比べ234,232千円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下の通りであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は235,790千円（前年同期は34,434千円の使用）となりました。これは主に棚卸

資産の減少22,050千円、減損損失21,314千円、賞与引当金の増加12,419千円、減価償却費11,219千円等の資金増

加要因があったものの、法人税等の支払112,528千円、売上債権の増加70,547千円、税金等調整前中間純損失

62,061千円、未成工事受入金の減少23,003千円等の資金減少要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は31,185千円（前年同期は677,091千円の獲得）となりました。これは主に投資

有価証券の売却による収入28,455千円、定期預金等の払戻による収入9,535千円等の資金増加要因があったもの

の、投資有価証券の取得による支出33,551千円、有形固定資産の取得による支出24,044千円、定期預金等の預入

による支出11,657千円等の資金減少要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により獲得した資金は32,743千円（前年同期は63,353千円の獲得）となりました。これは主に長期借

入金の返済による支出65,572千円等の資金減少要因があったものの、長期借入れによる収入100,000千円があっ

たことによるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

 

(5）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。
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(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(7）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,200,000

計 3,200,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2026年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年３月17日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,088,700 1,088,700

東京証券取引所

（グロース市場）

名古屋証券取引所

（ネクスト市場）

単元株式数　100株

計 1,088,700 1,088,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年８月１日～

　2026年１月31日
－ 1,088,700 － 349,789 － 249,789
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（５）【大株主の状況】

  2026年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

前田　浩 東京都世田谷区 556,600 51.16

前田　供子 東京都世田谷区 58,000 5.33

遠藤　裕三 神奈川県横須賀市 6,500 0.60

チェスナットヒルズ合同会社 神奈川県川崎市麻生区万福寺５丁目６－1 5,200 0.48

野澤　清晴 静岡県浜松市 3,800 0.35

花井　栄治 静岡県磐田市 3,600 0.33

細谷　光弘 埼玉県入間郡 3,500 0.32

杉浦　美智 東京都渋谷区 3,300 0.30

金子　武弘 東京都目黒区 3,100 0.28

宮島　弘行 東京都三鷹市 3,000 0.28

辻田　貴美子 奈良県生駒郡 3,000 0.28

豊証券株式会社 愛知県名古屋市中区栄３丁目７－１ 3,000 0.28

計 － 652,600 59.99
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,087,400 10,874 －

単元未満株式 普通株式 500 － －

発行済株式総数  1,088,700 － －

総株主の議決権  － 10,874 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年１月31日現在

所有者の氏

名又は名称

所有者の住

所

自己名義所

有株式数

（株）

他人名義所

有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社ニッソウ

東京都世田谷区経

堂１丁目８番17号
800 － 800 0.08

計 － 800 － 800 0.08

（注）上記以外に、自己名義所有の単元未満株式23株を保有しております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役

リフォーム部担当
湯浅　一彦

2026年１月31日

（辞任による退任）

 

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性9名　女性2名（役員のうち女性の比率：18.2％）
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年８月１日から2026年１月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、興亜監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当中間連結会計期間
（2026年１月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,930,015 1,686,793

完成工事未収入金 374,794 405,538

契約資産 172,866 211,306

未成工事支出金 33,532 31,019

販売用不動産 302,543 325,670

仕掛販売用不動産 64,936 22,344

その他 42,095 52,616

貸倒引当金 △271 △3,572

流動資産合計 2,920,513 2,731,716

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 97,029 94,599

土地 151,773 165,033

その他（純額） 13,326 16,820

有形固定資産合計 262,129 276,454

無形固定資産   

のれん 55,692 25,419

ソフトウエア 6,950 5,418

その他 843 843

無形固定資産合計 63,487 31,681

投資その他の資産   

投資有価証券 142,279 154,307

関係会社株式 4,629 4,629

繰延税金資産 16,590 13,519

その他 64,868 50,790

貸倒引当金 △17,178 －

投資その他の資産合計 211,189 223,247

固定資産合計 536,806 531,383

資産合計 3,457,320 3,263,099
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当中間連結会計期間
（2026年１月31日）

負債の部   

流動負債   

工事未払金 291,612 289,434

短期借入金 ※ 661,000 ※ 659,000

１年内返済予定の長期借入金 108,605 115,476

未払法人税等 135,032 29,567

賞与引当金 11,638 24,058

株主優待引当金 27,768 33,100

未成工事受入金 75,137 52,133

その他 124,440 96,701

流動負債合計 1,435,235 1,299,472

固定負債   

長期借入金 292,934 320,491

繰延税金負債 13,939 15,155

その他 11,479 10,895

固定負債合計 318,354 346,542

負債合計 1,753,589 1,646,014

純資産の部   

株主資本   

資本金 349,789 349,789

資本剰余金 249,789 249,959

利益剰余金 1,111,051 1,021,007

自己株式 △800 △405

株主資本合計 1,709,829 1,620,350

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △6,098 △3,265

その他の包括利益累計額合計 △6,098 △3,265

純資産合計 1,703,731 1,617,085

負債純資産合計 3,457,320 3,263,099
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

売上高 2,520,403 2,611,732

売上原価 1,914,992 2,000,515

売上総利益 605,411 611,216

販売費及び一般管理費 ※ 600,568 ※ 653,825

営業利益又は営業損失（△） 4,842 △42,608

営業外収益   

受取利息及び配当金 112 2,336

貸倒引当金戻入額 410 －

賞与引当金戻入額 5,442 －

その他 4,018 4,628

営業外収益合計 9,984 6,965

営業外費用   

支払利息 4,973 6,778

支払手数料 909 986

持分法による投資損失 2,316 －

その他 － 211

営業外費用合計 8,198 7,975

経常利益又は経常損失（△） 6,628 △43,619

特別利益   

固定資産売却益 657 77

投資有価証券売却益 － 2,795

関係会社株式売却益 268,349 －

特別利益合計 269,006 2,872

特別損失   

固定資産除却損 188 －

減損損失 － 21,314

特別損失合計 188 21,314

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
275,446 △62,061

法人税、住民税及び事業税 123,983 24,999

法人税等調整額 △4,902 2,982

法人税等合計 119,081 27,982

中間純利益又は中間純損失（△） 156,365 △90,043

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
156,365 △90,043
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

中間純利益又は中間純損失（△） 156,365 △90,043

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,114 2,832

持分法適用会社に対する持分相当額 △232 －

その他の包括利益合計 △2,346 2,832

中間包括利益 154,019 △87,211

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 154,019 △87,211

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
275,446 △62,061

減価償却費 9,006 11,219

のれん償却額 7,021 8,959

減損損失 － 21,314

貸倒引当金の増減額（△は減少） △744 △13,877

賞与引当金の増減額（△は減少） 694 12,419

株主優待引当金の増減額（△は減少） 5,001 5,331

受取利息及び受取配当金 △112 △2,336

支払利息 4,973 6,778

持分法による投資損益（△は益） 2,316 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △2,795

関係会社株式売却損益（△は益） △268,349 －

固定資産売却損益（△は益） △657 △77

売上債権の増減額（△は増加） △84,481 △70,547

棚卸資産の増減額（△は増加） 54,515 22,050

仕入債務の増減額（△は減少） △46,837 △2,178

未成工事受入金の増減額（△は減少） △18,827 △23,003

前受金の増減額（△は減少） 1,093 △630

その他 29,657 △30,067

小計 △30,282 △119,502

利息及び配当金の受取額 112 2,336

利息の支払額 △4,363 △6,096

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 98 △112,528

営業活動によるキャッシュ・フロー △34,434 △235,790

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金等の預入による支出 △12,055 △11,657

定期預金等の払戻による収入 9,535 9,535

有形固定資産の取得による支出 △10,806 △24,044

有形固定資産の売却による収入 845 77

投資有価証券の取得による支出 △9,858 △33,551

投資有価証券の売却による収入 － 28,455

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
93,131 －

関係会社株式の売却による収入 606,300 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 677,091 △31,185

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △19,000 △2,000

長期借入れによる収入 161,754 100,000

長期借入金の返済による支出 △79,565 △65,572

自己株式の取得による支出 △190 －

その他 355 315

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,353 32,743

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 706,011 △234,232

現金及び現金同等物の期首残高 1,335,646 1,878,851

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,041,658 ※ 1,644,619
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

　当社グループでは安定的かつ機動的な資金の確保のため、取引金融機関２行と当座貸越契約を、取引金融

機関３行とコミットメントライン契約を締結しております。このコミットメントライン契約に基づく借入未

実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当中間連結会計期間
（2026年１月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントラ

インの総額
1,040,000千円 1,040,000千円

借入実行残高 631,000 643,000

　差引額 409,000 397,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

役員報酬 55,526千円 60,788千円

給料及び手当 195,529 215,497

賞与 27,692 33,129

賞与引当金繰入額 15,799 23,515

法定福利費 30,466 38,244

減価償却費 7,936 9,078

広告宣伝費 23,117 37,484

株主優待引当金繰入額 22,371 31,480
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

現金及び預金勘定 2,063,728千円 1,686,793千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △60,207 △52,065

流動資産「その他」（証券会社預け金） 38,136 9,891

現金及び現金同等物 2,041,658 1,644,619

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年８月１日　至　2026年１月31日）

株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年８月１日　至　2025年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

リフォーム

事業

不動産流通

事業

不動産建設

事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 2,290,670 122,373 107,359 2,520,403 － 2,520,403

セグメント間の内部売上高

又は振替高
40 － － 40 △40 －

計 2,290,711 122,373 107,359 2,520,444 △40 2,520,403

セグメント利益又は損失

（△）
24,293 8,364 △29,373 3,284 1,557 4,842

（注）１．売上高の調整額△40千円及びセグメント利益又は損失の調整額1,557千円は、セグメント間の取引消

去であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（のれんの金額の重要な変動）

　当中間連結会計期間において、株式会社平成ハウジングを子会社化したことに伴い、「不動産建設事業」

において、のれんが発生しております。当該事象によるのれんの増加額は、31,002千円であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年８月１日　至　2026年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

リフォーム

事業

不動産流通

事業

不動産建設

事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 2,473,592 39,480 98,659 2,611,732 － 2,611,732

セグメント間の内部売上高

又は振替高
5,996 － 25,990 31,986 △31,986 －

計 2,479,588 39,480 124,649 2,643,718 △31,986 2,611,732

セグメント損失（△） △6,181 △2,438 △27,379 △35,999 △6,609 △42,608

（注）１．売上高の調整額△31,986千円及びセグメント損失の調整額△6,609千円は、セグメント間の取引消去

であります。

２．セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「不動産建設事業」セグメントにおいて、のれんの減損損失を21,314千円計上しております。

　（のれんの金額の重要な変動）

　「不動産建設事業」セグメントにおいて、（固定資産に係る重要な減損損失）に記載の通り、のれんの減

損損失を計上しており、のれんの金額に重要な変動が生じております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、リフォーム事業、不動産流通事業、不動産建設事業の３つを報告セグメントとしており、リ

フォーム事業については施工実績を工事区分別に記載しております。

（単位：千円）
 

 

前中間連結会計期間

（自　2024年８月１日

　　至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間

（自　2025年８月１日

　　至　2026年１月31日）

リフォーム事業   

 原状回復工事 1,024,717 977,570

 リノベーション工事 801,867 963,027

 ハウスクリーニング・入居中メンテナンス工事 59,492 61,865

 その他 404,592 471,127

不動産流通事業 122,373 39,480

不動産建設事業 104,377 92,695

顧客との契約から生じる収益 2,517,421 2,605,768

その他の収益（注） 2,982 5,964

外部顧客への売上高 2,520,403 2,611,732
 
（注）その他の収益は、不動産建設事業において発生した「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入であり

ます。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年８月１日
至　2025年１月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年８月１日
至　2026年１月31日）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失

（△）
143円79銭 △82円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主

に帰属する中間純損失（△）（千円）
156,365 △90,043

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千

円）

156,365 △90,043

普通株式の期中平均株式数（株） 1,087,401 1,087,391

（注）１．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　　　２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年３月17日

株式会社ニッソウ

取締役会　御中

 

興亜監査法人

東京都千代田区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松村　隆

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　一弘

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッソ

ウの2025年８月１日から2026年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年８月１日から2026年１月31日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ニッソウ及び連結子会社の2026年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報
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告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

